第1の項目
再任用職員の給与については、平成28年度の人事院勧告において、「民間企業の再雇用者の給与の動向、各府省における再任用制度の運用状況等を踏まえ、引き続き、再任用職員の給与の在り方について必要な検討を行っていくこととする」とされており、引き続き国の動向を注視してまいりたいと存じます。
第２の項目
　臨時的任用職員の初任給の上限については、これまでも所要の改善を図ってきたところでございます。

臨時講師についても、平成26年度から教育職給料表１級の上限を引き上げる改善を行ったところであり、今後とも他府県の状況や府の財政状況等を踏まえつつ、適切な対応に努めてまいりたいと存じます。
　教育職給料表の２級は教諭の職務の級とされており、臨時講師に適用することは困難でございます。
　通勤手当等の支給の始期及び終期につきましては、国の制度を基準としつつ、人事委員会規則により定められているところですが、人材確保が特に困難となっている臨時的任用の教育職員については、平成２７年度より人事委員会の承認を得て、特例として日割りによる支給方法に見直したところです。

教育職員以外の臨時的任用職員にかかる通勤手当の支給の始期及び終期につきましては、ご要求に応ずることは困難でございます。
　非常勤講師の報酬単価については、勤務実績に応じた報酬となるよう改正したところでございます。

今後とも府の財政状況等を踏まえつつ、国や他府県の状況等も見極めながら、適切な対応に努めてまいりたいと存じます。
　NETは語学指導を行う、高い専門性を有するネイティブ英語指導員であるため、「一般職」ではなく、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第３条第３項第３号に規定する「特別職」にあたる。そのため、大阪府立学校一般職非常勤補助員の休暇の取扱要綱（平成28年３月31日　教委職企第2313号）における第３条育児休業についての制度は適用されない。
　第３の項目

介護休暇制度については、これまで期間延長等の改善を図るとともに、短期介護休暇を創設してきたところです。

介護休暇については、職員の申出に基づき期間を指定できるようにします。

介護時間については、国に準じて導入します。

介護休暇・介護時間制度については、現在、導入に向けた作業をすすめているところです。

なお、介護欠勤については、介護時間の導入にあたりその取得状況等も踏まえて引き続き検討していく必要があるものの、当面は介護時間と併用しない形で存置します。

なお、介護時間等にかかる給与の取扱いについては国に準じた取扱いとします。
育児休業制度の特別養子縁組に係る監護期間中の子などへの拡大については、国の制度を基本に整備していく予定です。実施時期については、国に遅れることなく実施していきます。
「職場におけるセクシュアル・ハラスメント」等のハラスメントに関しては校内相談窓口に加えて、職員総合相談センター、教育センターハラスメント相談、教職員人事課にそれぞれ相談窓口を設置し、一元的に相談に対応することとしております。今後とも、風通しの良い職場環境づくりが進むよう、教職員に対する相談窓口の周知を図るとともに、各窓口の適切な運営に努めてまいります。
「被害を受けた者の、性的志向又は性自認にかかわらず、当該者に対する職場におけるセクシュアル・ハラスメントの対象となる」との一文を指針の中に盛り込むことを検討しています。
今後とも、「職場におけるセクシュアル・ハラスメント」に対する教職員の意識の啓発と、快適で働きやすい職場環境づくりに努めるために、校内研修をはじめ様々な研修を充実させてまいります。

　第４の項目

旅費制度については、財政再建プログラム（案）に基づく府庁改革の一環で見直したものであり、要求にお応えすることは困難です。
　第５の項目

職員の任用にあたっては、地方公務員法に規定されている平等取扱の原則や情勢適応の原則、任用の根本基準である能力実証の原則に基づき、適切に行うこととしております。
技能労務職に係る懸案課題のうち、勤務労働条件に関わる事項については、みなさま方と十分に協議してまいります。
　第６の項目
　事務職員や養護教諭、栄養教諭の育児短時間勤務及び高齢者部分休業の代替につきましては、制度として代替措置を講ずることは困難でございますが、必要に応じて市町村教育委員会と協議の上、学校運営上重大な支障が出るような場合には、個々の実態を踏まえ、対処してまいります。
　第７の項目
　教職員の評価・育成システムについては、教職員の意欲・資質能力の一層の向上を図ることにより、教育活動をはじめとする様々な活動の充実、組織の活性化を図ることを目的として実施しています。
　評価結果の給与等への反映については、平成19年度から前年度の評価結果を昇給及び勤勉手当に反映しており、また、皆さま方との協議を踏まえ、平成24年度からは上位評価の昇給への反映を廃止するとともに、勤勉手当については、より勤務成績が反映できるよう成績率を見直したところです。
　平成25年度からは教員の人事評価には、生徒又は保護者による授業アンケート結果を踏まえた教員評価の仕組みを新たに導入し実施しています。

　平成26年８月には、この新たな仕組みについて検証し、その結果を踏まえたシステムの改定を行い、平成27年度から実施しているところです。

また、平成28年11月には、このシステム改定による効果検証を行い、その結果を公表したところです。
　システムの運用状況の確認を行うため、毎年度、府立学校、市町村教育委員会を対象とした調査を行っていますが、これに加えて、来年度は教職員の直接的な意見を汲み取るため教職員アンケートの実施に向けて予算要求を行っているところです。
　引き続き、「教職員の評価・育成システム」がより良い制度となるよう、必要に応じて充実・改善を図ってまいります。
　第８の項目

　教員は、教育公務員特例法第21条の規定からも、その職責を遂行するために、勤務時間の内外を問わず、絶えず、非常に幅の広い研究と修養に努めなければならないことから、研修は大いに奨励されなければなりません。
　教職員の研修については、地方公務員法第39条の趣旨を踏まえ、府教育センターでは、「初任者研修」「10年経験者研修」「管理職研修」など教職員のキャリアステージに応じた研修、「人権教育」「支援教育」など、教育課題に対応した研修等を実施しているところです。
　また、「府立学校に対する指示事項」や「市町村教育委員会に対する指導・助言事項」において、校内外の研修等を効果的に活用し、継続的な人材育成に取組むことを指示・指導しているところです。
　今後も、教職員の研修を保障できるよう、適切に進めてまいります。
　また、教育公務員特例法第22条第２項に基づく勤務場所を離れて行う研修については、勤務時間中に職務に専念する義務を免除され、有給で行われるものであることから、承認研修としてふさわしい内容、意義を有することはもとより、府民から十分理解が得られるよう、適切な運用が行われなくてはなりません。
　こうした考え方については、これまで各府立学校校長・准校長あて通知も行っているところです。
　第９の項目
　介護のために退職された教員の再採用については、制度を創設しておりますが、教員以外の再採用については、人材確保の必要性や地方公務員法の趣旨などを総合的に勘案した結果、実施することは困難であると考えています。
　介護要件を有する教職員に対する勤務条件制度として、介護休暇、介護欠勤制度、短期介護休暇、介護にかかる早出遅出勤務があります。
　これらのうち、介護休暇制度については、これまで期間延長等の改善を図るとともに、平成22年６月30日から、短期介護休暇を創設したところです。

　介護休暇については、職員の申出に基づき期間を指定できるようにします。

介護時間については、国に準じて導入します。

介護休暇・介護時間制度については、現在、導入に向けた作業をすすめているところです。

なお、介護欠勤については、介護時間の導入にあたりその取得状況等も踏まえて引き続き検討していく必要があるものの、当面は介護時間と併用しない形で存置します。

なお、介護時間等にかかる給与の取扱いについては国に準じた取扱いとします。
　なお、特別休暇については、より府民理解を得られる制度にする観点から、民間状況も一定反映されている国制度を基本に見直しを行い、平成22年度から実施しているところであり、その他の休暇の拡充や新設は困難です。
　第１０の項目

　支援学級の設置につきましては、各市町村教育委員会から支援学級入級希望の児童生徒の障がいの状況等を十分聴取し、「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律」に則り、障がい種別による学級設置の促進を図ってまいります。
　通級指導教室につきましては、今年度、小学校で171教室、中学校で51教室、合計222教室を設置しています。府教育庁としましては、通常の学級に在籍する支援の必要な児童生徒の状況やニーズをふまえ、通級指導教室の充実を図るとともに、通級指導教室の増設置を確保する人的措置がなされるよう、国に対して強く要望してまいります。
　「市町村医療的ケア体制整備推進事業」につきましては、市町村における取組みのインセンティブとして補助を行っているところであり、医療的ケアを要する児童生徒が安心して小・中・義務教育学校へ就学し、安全な学校生活が送れるよう、国の動向も注視しながら、引き続き、看護師配置の促進に努めてまいります。
　今後とも、障がいのある児童生徒へのきめ細やかな対応がより一層推進されるよう充実に努めるとともに、教職員の負担軽減が図られるよう努めてまいります。
　第１１の項目

　栄養教諭・栄養職員につきましては、義務標準法による定数を基礎として、児童生徒の食の指導への対応を行う学校に対する加配も含め、本府の定数状況を勘案の上、配置しております。
　中学校給食の運営については、学校給食の実施主体である市町村が、各市町村の議会等での議論を踏まえ、市町村として最もふさわしい実施方法を決定したものですので、その内容については尊重すべきものと考えております。
　加配措置をしている学校に対しては学校訪問を行っておりますが、その際にも校内体制の整備や、市町村教育委員会のサポート体制等について、必要に応じて指導・助言を行っております。
　第１２の項目
　栄養教諭の代替者は、栄養士である学校栄養職員を臨時技師として任用しているところでございます。

給与条例において、栄養士の給料表は医療職給料表（二）と定められており、ご要求に応じることは困難でございます。
　第１３の項目
栄養教職員に対して制度として、妊娠時の職務の軽減措置を図ることは、現状では困難ですが、母性保護の観点から個々の実態を踏まえ、適切に対処してまいります。
　第１４の項目
アレルギー疾患を有する子どもへの対応については、６月に実施した学校保健等担当指導主事連絡会、学校給食・食に関する指導主管課長会議や、７月に実施した学校給食担当者連絡会において、あらためて周知を図ったところです。
府教育庁では、７月に学校の管理職対象に「学校給食衛生管理・食育研究協議会」を開催し、学校給食における食物アレルギー対応の研修を実施するとともに、本年度中に国庫事業「学校保健総合支援事業」において、教職員・保護者を対象とした専門医師によるアレルギーに関する研修会を予定しております。
さらに、本年度、学校における食物アレルギー事故防止の取組みを支援することを目的に、専門医師のほか、学校長や担任、養護教諭、栄養教諭等の学校関係者による「学校における食物アレルギー対策ガイドライン」作成委員会を１１月に立ち上げ、現場の意見や実態を反映したガイドラインを年度内に策定し、府立学校及び市町村教育委員会に対し、周知する予定です。
府費負担教職員の配置につきましては、義務標準法による定数を基礎として、各学校が抱える課題とその具体的な取り組みに対して、効果的・重点的な配置に努めることにより、今後とも適正な勤務労働条件の確保等に向けて取組んでまいります。
第１５の項目

学校保健安全法施行規則の一部改正等にあたり、府教育庁としては、昨年度、10月の日本学校保健会主催「児童生徒等の健康診断普及啓発講習会」の内容等について、12月に府立学校の学校保健関係者に対し、１月には市町村教育委員会に対し、伝達を行い、各学校において適切に実施されるよう指導・助言したところです。

今年度の実施状況を踏まえ、引き続き、市町村教育委員会等に情報提供を行うなど、各学校において、適切に実施されるよう努めてまいります。
　第１６の項目
平成29年度入学者選抜については、今年２月に方針を決定、公表し、６月上旬に市町村教育委員会及び中学校等の進路指導主事を対象に説明会を実施しました。また、６月に作成した「大阪府公立高等学校等ガイド」の中に、入学者選抜の概要を掲載し、府内の公立中学校の３年生全員に配付しました。さらに、７月24日には公立高校が一堂に会した「大阪府公立学校進学フェア２０１７」を開催し、入学者選抜制度を説明する時間を設けました。10月には実施要項を定め、市町村教育委員会や中学校等の進路指導担当者などに対して説明会を行ったところです。
中学生の進路選択や中学校における進路指導を支援するため、府教育委員会のホームページに、公立高等学校・支援学校検索ナビ（愛称：「咲くなび」）を開設し、公立高校や支援学校の学校情報を提供しています。また各学校のホームページについても、創意工夫に努め、学校の活動を鮮明に伝えるよう指導しているところです。入学者選抜に関する情報につきましては、可能な限り、ホームページに掲載し、中学校、保護者、生徒のみなさんに情報提供するよう努めてまいります。

加えて、中学校等における事務作業を軽減するため、昨年度と同様に「成績一覧表作成ソフト」を作成し、配付しました。また、新たに「調査書作成ソフト」を作成し、配布することとし、このソフトを使用して調査書を作成した場合は、成績一覧表の提出を不要としました。

今後とも、選抜に関わる事項について、市町村教育委員会、中学校等に対して、丁寧な説明に努めてまいります。
入学者選抜制度の変更に伴い、進路指導の一層の充実が必要なことから、平成25年度より、中学校進路指導推進緊急支援事業により、進路指導の核となる中学校（１１校）を中心に府内全域のネットワークを構築し、情報共有する中で、各地区及び各中学校の進路指導の充実を図っております。

また、進路指導の核となる中学校には、１校あたり週９時間の非常勤講師措置を行っているところです。
　第１７の項目
　部活動は、生徒の自主性に基づいて成り立っており、教育的効果も大きいことから、指導に携わる教職員への支援は重要であると認識しています。

また、専門的な指導に対する外部人材の活用は、部活動の活性化に大きな意義を持っていると考えており、他府県の先進的な取組みについても、情報収集に努めたいと考えております。

　教員の負担軽減にかかる部活動の在り方については、今後、文部科学省が調査、研究後に策定する「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」（仮称）の趣旨を踏まえ、適切に対応してまいります。

　教員が子どもたちと向き合い、触れ合う時間の確保に向けて、平成20年１月に「教職員の業務負担軽減に関するプロジェクトチーム」を設置し、様々な角度から検討を行ってきました。

　平成24年度においては、大阪府教育委員会として検討すべき取り組み内容を「教職員の業務負担軽減に関する報告書」にとりまとめ、プロジェクトチームとしての調査・検討を終えたところです。

　この報告書に示されている「今後の取組み」について、教育庁の関係課が、課題解決に向けた検討を行うとともに、その進捗管理を行ってまいります。
　また、これらの取組に加え、教職員の「働き方改革」や健康管理の観点から長時間勤務の一層の縮減を図る必要があることから、各校の特色や状況に応じた縮減に向けた取組みの促進や、勤務時間管理及び健康管理を徹底するとともに、教職員一人ひとりの意識改革を推進することが重要であることから、１２月２日には、多忙化解消に向けた先進事例などを各府立学校校長・准校長あて紹介し、各学校の状況に応じた取り組みを促したところです。
　また、12月上旬には、府立学校校長・准校長に対し、学校毎に遅くとも午後７時までに全員退庁する日を週１回設ける「全校一斉退庁日」と、部活動を行わない日をクラブ毎に週1回以上設定し、ノークラブデー（部活動休養日）として明確化するよう、通知をする予定です。
　今後も、教職員の長時間勤務縮減に向けた対応をさらに進めてまいります。なお、具体的な取り組みを進めるにあたり、勤務労働条件に関わる事項について所要の協議を行ってまいりたいと存じます。
　中学校における部活動につきましても市町村教育委員会へのヒアリング等において部活動の活動状況を把握するとともに、好事例等、工夫ある取り組みについて情報発信してまいります。
　第１８の項目
各種調査をはじめとする文書事務については、平成25年3月の教職員の業務負担軽減に関するプロジェクトチームが作成した報告書の「各種調査等の見直し」を踏まえ、府教育委員会が実施主体となって調査・報告等を求めた文書に対して、調査の廃止、調査の統合、調査項目の削減や精査、回答方法の工夫や簡略化、調査頻度の減少等見直しを行い、負担軽減に努めているところです。なお、平成28年8月に改めて全校トップページや電子メールの送信ルールについて関係各課に周知をしたところであり、今後とも調査内容の精査、調査手法の工夫など引き続き業務負担軽減に努めてまいります。
大阪府教育センターでは、初任者研修の日程につきましては、平成23年度より社会体験研修を２年目実施としておりますが、平成26年度からはさらに府実施分の校外研修２回分を２年目実施することで、初任者が学校で児童生徒とかかわる時間をより確保したところです。
また、地域に根ざした教育の一層の推進を図るため、地域の実情を踏まえ、全25回のうち９回分を市町村教育委員会実施としています。
さらに、平成28年度から、「学び続ける教員の育成」や「理論と実践の往還によるＯＪＴの推進」等をめざして研修体系の見直しを行い、２回分を学校での実践研修としました。
今後とも、府内市町村教育委員会の状況を勘案しながら、より一層効果的な初任者研修の在り方について、検討を進めてまいります。
研究指定校につきましては、市町村の主体的な取り組みを尊重するとともに、研究成果を府内全域へ発信するなど、各校の取組みを有効に活用し、府が推進すべき施策の趣旨を踏まえ事業を進めております。
　第１９の項目
　大阪府教育センターで実施される「10年経験者研修」の研修内容のうち、「免許状更新講習」の内容としても当てはまると思われるものについて、文部科学大臣から認定を受けることにより、10年経験者研修の受講者が免許状更新講習についても履修認定が受けられるようにするための調整を現在進めています。

この認定により、10年経験者研修の受講者のうち、更新講習の受講期間にあたっている教員については、10年経験者研修の受講を終えることで、更新講習30時間分のうち24時間分の履修もあわせて修了することができ、中堅教員の重複感を合理的に軽減することが可能になると考えています。
　現在、文部科学省の申請要領にもとづき、第１回認定申請（申請締切日　平成２８年１２月１日）に関する書類提出を行ったという状況です。同要領によると、第１回申請のものは平成２９年１月中旬に認定が受けられる見込みです。
　あわせて、府立学校校長会や市町村教育委員会教職員人事担当者会議の場を活用して、この取り組みについての説明を１１月から始めています。

　学校や教員の方への説明については、申請手続を終えるまでは留保していましたが、今般、文部科学大臣あて申請を行いましたので、改めて教員の方などへの周知を行っていく予定です。貴組合におかれましても、ご協力などにつき、よろしくお願い申し上げます。
　第２０の項目

改正労働安全衛生法に基づく、ストレスチェック制度の目的、趣旨等の周知については、総括安全衛生管理者から安全衛生管理者（校長・准校長）へ、また、安全衛生管理者（校長・准校長）から対象者へ、十分に周知するとともに、個人情報の管理及び保護を徹底します。
ストレスチェックの結果から、集団分析も行い職場における安全衛生委員会において、職場環境改善のための資料とするよう働きかけます。
　第２１の項目
　この措置については、授業をはじめ児童生徒への指導を単独で行うことが基本である教員の職務及び勤務態様の特殊性を踏まえ、児童生徒へ影響を及ぼさないことを目的として制度を創設していることから、教員以外の職種に対象を拡大することは困難であると考えています。
　精神疾患による休職者への職場復帰支援については、教員を対象とした職復帰支援事業を近畿中央病院で年間2クール、1クールあたり18回のプログラムを実施しています。

現在のところ近畿中央病院での復帰支援プログラムを教員以外の職種に拡大する予定はありませんが、公立学校共済組合大阪支部事業として、教職員のメンタルヘルスへの支援のために、平成27年9月より「大阪メンタルヘルス総合センター」を設置しております。

「大阪メンタルヘルス総合センター」は、公立学校共済組合大阪支部組合員が対象のため、教員以外の職種においても相談利用が可能です。
　精神疾患により休職している教員が復職する際の支援については、復職後２週間を限度として人的措置を行っているところです。
　第２２の項目
通勤手当の事後確認については、確認の簡素化及び手当適正化の観点から検討してまいりたいと存じます。
管内旅費における割引サービスの適用の具体的な事務取扱いにつきましては、まだ詳細が決まっておりませんが、事務担当者の負担増とならないよう、検討してまいります。
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